
北名古屋市の人事行政の運営等の状況を次のとおり公表します。

1　職員の任免及び職員数に関する状況

(1)　職員採用の状況（R7.4.1現在） 　　　単位：人 (2)　職員の退職の状況(R6.4.1～R7.3.31）

単位：人

男性 女性 計 男性 女性 計

8 9 17 7 12 19

0 2 2 0 2 2

0 10 10 0 13 13

0 0 0 0 2 2

8 21 29 7 29 36

(4)　職種別職員数の状況(R7.4.１現在）　単位：人

対前年

増　減

0

2

2

4

0

1

0

△ 2

7

△ 2

5

△ 1

1

2

△ 1

1

6

2 職員の給与の状況

(1)　人件費の状況(普通会計決算）

普通会計歳出額（千円）

Ａ B B/A

（注）　１　実質収支は、当該年度における剰余金です。

　　　　２　「人件費」には、職員共済費、議員報酬等、市長・副市長・教育長の給与、会計年度任用職員の報酬等が含まれます。

(2)　職員給与費の状況(特別職を除く）

A

（注）　職員数には、再任用短時間職員7人、県等からの派遣職員3人を含みます。

0

計

人件費率（％）

417,714

定年退職

早期希望退職

普通退職

5

-

0

0

25

懲戒免職

その他退職

16.1

187

看護・保健職

30

1,555,855

部門 職員数

43

薬剤師・医療技術職

（B/A)

855,545

（注）
1一般行政職とは他の職種に属さないすべての職員（事務職・
技術職等）
2税務職とは税務、収納、国民健康保険税担当職員
3薬剤師・医療技術職とは栄養士、理学療法士
4看護・保健職とは看護師、保健師
5福祉職とは保育士、社会福祉士
6技能労務職とは用務員、清掃員、調理員、技能員
7教育公務員とは教育委員会に勤務する社会教育主事
※職員数は国が行う「地方公務員給与実態調査」による

6,1443,256,076

住民基本台帳人口（人）

（令和7年１月1日現在）

令和6年度

区分

区分

令和7年度
当初予算

公
営
企
業
等

3その他

10

14

合計 514 520

4

国保

職員数

普通会計　計

単位：人

土木

43

37

45

37

総務 97

社会福祉士

計

給料（千円）

481

6

税務 30

部門

区分

(3)　部門別職員数の状況(各年度４月１日現在）

競争試験等 (R5) 競争試験等 (R6)

431

議会

令和7年度

事務職

保育士

24

保健師

一
般
行
政

99

農林水産

22

教育

438

介護

計 38

85,843

530

15

職員手当（千円）

職員数（人）

1,982,817

259

1

一般行政職

税務職

2

期末・勤勉手当（千円）

教育公務員

6

商工

232

19

3 520

6 7

衛生

民生

分限免職

11

令和6年度

9

１人当たり給与費（千円）

9

福祉職

人件費（千円）

3

技能労務職

計

11下水道

476

5,153,232

給　与　費

　　　計（千円）　B

39

32

228

計

32,082,721

実質収支（千円）

 市職員の給料・手当や勤務時間などは、地方公務員法に基づき、条例で定められています。

市政の透明性を高めるために、市民の皆さんにこれらの状況をお知らせします。 
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(3)　平均給料月額・平均年齢（R7.4.1現在）

（注）　給与とは、給料（基本給）に諸手当（通勤手当、扶養手当など）を加えたものです。

(4)　職員の初任給の状況（R7.4.1現在）　　　　　　　　単位：円

大学卒

高校卒

（5）　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（R7.4.1現在）　　　単位：円

大学卒

短大卒

高校卒

（注）　該当者がいない場合は、当該箇所に数値の記載をしていません。

　　　　個人情報保護の観点から、対象となる職員数が1人の場合は、当該箇所を「アスタリスク（＊）」としています。

(6)　一般行政職の級別職員数の状況（R7.4.1現在）

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 計

書記 主事 主任
係長
主査

課長補佐
課長
主幹

次長 部長

28 42 54 43 33 30 8 9 247

11.3 17.0 21.9 17.4 13.4 12.1 3.2 3.6 100

（注）　標準的な職務内容とは、それぞれの等級に該当する代表的な職名です。

　　　　職員数には再任用職員を含みません。

単身赴任手当
公署を異にする異動等に伴い転居し、配偶者と別居し、単
身で生活する場合に支給

管理職手当を受ける職員が臨時又は緊急性を有する業務
のため週休日等に勤務をした場合に支給

721,829

支給総額(千円）

27,651

0

76

443,167

-

52.0

83

101,042 228正規の勤務時間を超えて勤務したときに支給

-

最高月額
28,000円

1人につき月額
 5,000円を加算

  職名　　　　　 　　　　　　　　　　  　　　職務の級　支給額
　　部長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　８級　　82,200円

　  次長　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　７級　  68,500円

　　課長　（保育長、生活保護室長　　　　 ６級　　62,300円
　　　　　　　を含む）
     課長相当職　　　　　　　　　　　　 　　   ６級　　49,500円

職務の級

(1) 配偶者 月額 6,500円

借家（借間）
月額16,000円を超える家賃を支払って
いる職員に対し、家賃の額に応じ支給

支給の内容

令和6年度支給実績

構成比（％）

245,104483

10,36857

118,385

経験年数20年

月額   6,500円
163 232,356

-

平均年齢（歳）

333,145

37,874

１人当たり平
均支給年額

＊

370,650

591

0

43.0

職員数（人）

54,859

0

地域手当

扶養手当

給料、扶養手当、管理職手当の6％を支給

時間外勤務手当

住居手当

　満16歳の年度初めから満22歳の年
度末までの子

管理職手当

管理職員
特別勤務手当

220,000

194,500

一般行政職

平均給与月額（円）

285,833 325,221

区分

技能労務職

188,000

平均給料月額（円）

経験年数15年

225,600

-一般行政職

314,480

国北名古屋市

一般行政職

409,273

区分 経験年数10年

区分

330,633

(7)　職員手当の状況

標準的な職務内容

-

282,600

支給対象職員数
　　　　　　　　(人）

月額  10,000円(2) 満22歳の年度末までの子

区分

(3) 上記(1)・(2)以外の扶養親族のうち
１人につき
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2km 以上 5km 未満 2,000円

5km 以上 10km 未満 4,200円

10km 以上 15km 未満 7,100円

15km 以上 20km 未満 10,000円

20km 以上 25km 未満 12,900円

25km 以上 30km 未満 15,800円

30km 以上 35km 未満 18,700円

35km 以上 40km 未満 21,600円

40km 以上 45km 未満 24,400円

45km 以上 50km 未満 26,200円

50km 以上 55km 未満 28,000円

55km 以上 60km 未満 29,800円

60km 以上 31,600円

※特例条例による減額後の金額　

　2.1月分

1.225月分

退職手当

区分

自己都合

愛知県市町村職員
退職手当組合から

支給

議 員

39.7575月分

　　・最高月額　55,000円

47.709　月分

791,264

75,185

国の制度と同じ

国の制度との比較

自己都合 応募・定年

1,569,968504

※　781,600

定年前早期退職特例措置
（２～45％加算）

         12月期　   1.75月分

※　674,500

23,984 319

           6月期　　 1.7月分

47.709月分
国の制度と同じ

470,000

※　720,000

33.27075月分

期末手当

431,000

給料・報酬月額（円）

最高限度

市 長

副  議  長

525,000議 長

教  育  長

　　　　　 　計       3.45月分

19.6695月分

勤続35年

勧奨・定年

47.709　月分

その他加算措置

         (支給割合)

(8)　特別職の報酬等の状況（R7.3.31現在）

副 市 長

　　・定期券と回数券のうち安価の方の額

　　・定期券は、６月以内の最も長い期間のものの額による

勤続25年

勤続20年 24.586875月分

自動車等の交通用具使用者

28.0395月分

　通勤距離に応じ　月額2,000円～31,600円

（支給率）

　運賃等の額に応じ、

通勤手当

（0.6875月分）  （0.4875月分）

交通機関利用者

 （0.5125月分）

 （1月分）

期末・勤勉手
当

（1.4月分）

期末手当 勤勉手当

※（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。
　 職務上の段階、職務の級等による加算措置があります。
　 勤勉手当については、勤務成績に応じて加算措置があり
ます。

　1.025月分

　1.075月分

計 2.5月分

1.275月分

（0.7125月分）

12月期

6月期

支給方法
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3 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

(1)　職員の勤務時間（標準的なもの）

(2)　主な休暇の種類

病気休暇

（注）　その他に、裁判員として裁判所に出頭する場合や公民権の行使のための特別休暇や介護休暇などがあります。

(3)　休業の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         

　ア　育児休業等の状況（R6.4.1～R7.3.31）　　　　　 単位：人

　イ　配偶者同行休業の状況（R6.4.1～R7.3.31）　　　　　 単位：人

4 職員の分限及び懲戒処分の状況

(1)　分限処分者数（R6.4.1～R7.3.31）

降任 免職 休職 降給 計

0 0 15 0 15

0 0 0 0 0

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過員を生じた場合 0 0 0 0 0

刑事事件に関し起訴された場合 0 0 0 0 0

(2)　懲戒処分者数（R6.4.1～R7.3.31）

戒告 減給 停職 免職 計

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 0 0 0 0 0

区分

骨髄移植

出産の日の翌日から8週間を経過する日までの期間

必要と認められる期間

夏季休暇

親族に応じ1日から7日までの連続する日数の範囲内の期間

育児参加 妻の産前産後期間において5日の範囲内の期間

忌引

子の看護 5日の範囲内の期間

育児時間

産後

ボランティア

必要と認められる期間災害時の危険回避

災害による住居滅失等

産前

7日の範囲内の期間

妻の出産

連続する7日の範囲内の期間

女性

父母の祭日

リフレッシュ

災害又は交通遮断による出勤困難

終了時間

7月から9月までの期間内における3日の範囲内の期間

計

勤続15年、25年及び35年に達する職員に連続する2日又は3日の範囲内の期間

必要と認められる期間

部分休業を取得した者

区　　　分

職に必要な適格性を欠く場合

職務上の義務に違反した場合

19

23

区　　　分

1

法令に違反した場合

男性 女性 計

新たに配偶者同行休業を取得した者

心身の故障の場合

0

20

23

186

単位：人

0前年度から引き続いている者

新たに育児休業を取得した者 24

1日2回それぞれ30分以内の期間

出産予定日までの8週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）

2日の範囲内の期間

38時間45分 17:15

開始時間

5日の範囲内の期間

年次有給休暇 1年につき20日

付　与　日　数

12:00 ～ 13:008:30

１週間の勤務時間

1日

休憩時間

男性

必要と認められる期間

結婚

前年度から引き続いている者 0 0

0 0 0

単位：人
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5 職員の服務の状況

(1)　服務制度に関する研修等の実施状況

(2)　営利企業等への従事許可の状況（令和6年度に許可をした状況）　　　

6 職員の退職管理の状況

　北名古屋市職員の退職管理に関する条例及び規則（平成28年4月1日施行）に基づき、退職の日から2年間は、離職前5年間の

職務に属するものに関し、職務上の行為をするように、又はしないように要求すること、又は依頼することを禁止しています。また、

一定の職位以上で退職した者については、離職後2年間は再就職先等を届け出るよう義務付けています。

※離職前5年間に課長級以上であった者を含む

7 職員の研修の状況

研修の状況

※会計年度任用職員を含む

8 職員の人事評価の状況

人事評価の状況

9 職員の福利及び利益の保護の状況

(1)　共済組合負担金（地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号）に基づく愛知県市町村職員共済組合に対する地方公共団

　体の負担金）

(2)　職員互助会（北名古屋市職員互助会条例（平成18年条例第41号）により組織された団体に対する補助）

※会計年度任用職員を含む

5 1 0

再就職先

令和6年度に退職した職員（課長級以上）の再就職状況

退職者数
民間企業

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社その他の団体の役員の地位を兼ねる場合

区　　　　　分

自ら営利を目的とする私企業を営むもの（農業、不動産貸付等を含む）

報酬を得て事業または事務に従事するもの

金額（円）

研修内容研修項目

666

1,151,399

金額（円） 会員数（人）

999,000

1人当たりの負担金（円）

192

598,727,670

地域問題研究所など 地域づくりや行政課題をテーマとした市町村ゼミナールなど

46新採前期・後期、一般前期・中期・後期、新任・現任係長

計

単位：人

計

西春日井地区市町職員研修協議会

　　地方公務員法（昭和25年法律第261号）に定められた市職員としての義務を周知徹底するため、新規採用職員研修や

その他団体

11

2

市町村振興協会研修センター

単位：件

 階層別研修等の際に、服務制度に係る研修を実施しました。また、随時通知文等で服務規律の徹底を図っています。

市実施研修 メンタルヘルスセミナー、弁護士による法律講座 81

⑴　能力評価
　　その役職に求められる職務能力について、自己評価後、上司からの評価を受ける。
　　　評価基準日　10月1日
　　　評価期間　　前年の10月1日～9月30日

⑵　業績評価
　　上司による組織方針等の説明を受け職員が設定した目標について、自己評価後、上司から
　の評価を受ける。
　　　評価基準日　2月1日
　　　評価期間　　4月1日～3月31日

目的

評価方法

全職員（休職、育児休業等の職員を除く）

参加人数

部長、課長、課長補佐、クレーム対応、コーチング、法制執
務など

13

対象者

職員の能力、実績をより重視した人事管理を行い、処遇等に反映させ、組織の活性化と職員の
士気の向上を図る。

6

59

件　数

0

5



(3)　安全衛生

　ア　健康診断

※定期健康診断は会計年度任用職員を含む

　イ　公務災害認定件数

3 0 0 3 0 0 0 0 3

　ウ　通勤災害認定件数

　エ　公務災害基金負担金（地方公務員災害補償法（昭和42年法律第121号）に基づく地方公務員災害補償基金に対する地方公共

　　団体の負担金）

10 北名古屋市公平委員会の業務の状況

(1)　勤務条件に関する措置要求の状況 単位：件

Ａ

Ｂ

（Ａ＋Ｂ）

Ｃ

（Ａ＋Ｂ－Ｃ）

(2)　不利益処分に関する不服申立ての状況 単位：件

Ａ

Ｂ

（Ａ＋Ｂ）

Ｃ

（Ａ＋Ｂ－Ｃ）

再審請求事案 0

定期健康診断

年度中終了 0

合計

年度中終了

次年度への繰越し

令和6年度

0

0

0

0

次年度への繰越し 0

区　　　　分 令和6年度

前年度からの繰越し 0

新規要求 0

年度中取扱い 0

0

小計

単位：件

37

職業病

年度中取扱い

出勤途上

前年度からの繰越し

新規要求

金額（円） 1人当たりの負担金（円）

3,584,902 6,676

区　　　　分

2

小計

負傷

公務上の負
傷に起因す

る疾病

退勤途上

自己執
務遂行

中

計

2 0

出張中

脳ドック

その他公務
起因性の明
らかな疾病

その他

疾病

461

単位：件

単位：人

人間ドック

受診者数

401

区分

6


